
大洋州14の国々とJICAの取り組み
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入門！ 日本が大洋州の国々に協力す る理由

Q 大洋州の国々はどのような課題を抱えていますか？

A 狭小性、隔絶性、遠隔性、海洋性という４つの特性があり、
これに関連した課題がたくさんあります。

狭小性
国土が狭く人口が少ない

小さな国土の狭い都市部に人が集中し、環境問題や水の供
給不足が起こっています。また、人口が少ない国々は、
物を安く大量に仕入れることが難しく、販売価格が割
高になり国民の生活を圧迫します。

遠隔性
主要な国際市場や拠点から離れている

国際市場や拠点から遠い大洋州の国々では、輸出入や人の往来
に航空機や船舶が必要不可欠です。しかし、空港や港湾の老
朽化や収容能力の不足により、物流や人の流れが停滞。大
学など高等教育へのアクセスも制限されています。また、
燃料価格の影響も受けやすい環境にあります。

主要市場との結び付きを強め、物流を活発化させるために、
空港や港湾の修繕・拡張工事を通して交通機能を回復・強

化し、拡大する物流と観光のニーズに対応する協力を推進中
です。また、貿易円滑化に向けた税関職員の能力強化などにも協

力しています。

隔絶性
広い海洋に国土が分散している

国民が複数の島に分散して住む大洋州の国々では、社会サ
ービスを国の隅々まで行き届かせるのに苦慮しています。
その背景には、交通・通信インフラの整備や必要な人材
育成が追い付いていない状況があります。

必要な施設・設備の整備や人材育成を通して、国内の
つながりを強めています。具体的には島間の連絡船を
供与することで経済活動の円滑化を実現。また、離島を
含む災害情報の伝達システムや遠隔教育などにも協力して
います。保健医療分野では、病院施設や関連設備の整備、医師・
看護師の能力強化を推進中です。

ごみの処理が追い付かず環境問題に発展した国では、
環境にやさしい日本の埋め立て方式を採用して処分

場の機能を改善。水の供給不足には、日本の自治体と
も連携し、安全な水を安定的に供給するなど、島国の環

境に合った日本の技術を生かして協力を進めています。ま
た、医薬品や医療消耗品を、大洋州の国々が共同で大量購入し

てコストを下げられるよう、適切な保管ができる医薬品供給センター
の建設にも協力しました。

海洋性
海に囲まれ自然災害の影響を受けやすい

島国は、津波やサイクロン、海面上昇による高潮や浸水
被害といった自然災害を受けやすい環境にあります。
自然災害は気候変動の影響により年々増加しており、
大洋州の国々では災害に強いインフラの整備と発災
時の対応力強化が急がれています。

自然災害への脆弱性を最小限に抑えるため、防災分
野の協力に力を入れています。サモアの太平洋気候変
動センターを拠点に、気候変動の問題に対応できる実務
者を育成。また、災害発生時に警報が速やかに行き渡るよう、
気象予報の人材育成や自然災害に強い道路や橋などのインフラ整
備、災害発生後のより良い復興のための協力にも力を入れています。

大洋州の国々は、国民の生活に深刻な影響を及ぼす、島国ならではの悩みを抱えています。
日本は、島国が抱える課題に対応するかたちで、長年にわたり防災、産業、教育、保健医療など幅広い協力を続けてきました。

ここでは、大洋州の国々が
抱える開発課題と日本の協力を

見ていきましょう。

こんなに深刻な課題を
抱えていたなんて
知らなかった……！
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島国ならではの協力を通じて
新たな社会的価値を共創します
日本は、大洋州の国々と同じ島国です。島国ならではの社会課題や
経験を共有することで、これからの社会に役立つ新しいアイディア
や価値を共に創り出していくことができます。例えば、離島への再生
可能エネルギーの導入事例は、日本と大洋州の双方で活用が期待さ
れています。日本と大洋州の国々は、気候変動や自然災害など共通
した課題も多く、対話や協働を重ね、新たな解決策を共創していく
ことが重要です。

保健医療や教育分野から
環境・気候変動問題などへ協力が拡大
時代の移り変わりと共に変化する課題や関心事に合わせて、協力の内
容を決めています。JICAが大洋州への協力を始めて間もない1980～
90年代は、保健医療や教育といった基本的な社会サービスへの協力
が多く求められていました。例えば、WHO（世界保健機関）と共に実
施したリンパ系フィラリア症の制圧に向けた協力などです。時代が進
み、ライフスタイルの変化に伴う新たな問題として、ごみ処理に起因
した環境問題への協力プロジェクトが2000年代から始まりました。ま
た、気候変動に対する対応も急務で、気候由来の自然災害リスクを低
減するための人材育成にも協力しています。プロジェクトの成功で得
た知見とノウハウは、共通した課題を抱える他の大洋州の国にも共有
し、大洋州全体が安全で住みよい地域になることを目指しています。

太平洋諸島フォーラムが策定した
「2050年戦略」に沿って協力

2022年7月にフィジーで開催された太平洋諸島フォーラムの総会で、
地域初となる長期的な開発の方向性を示した「ブルーパシフィック
大陸のための2050年戦略（2050年戦略）」が採択されました。こ
の2050年戦略では、「大洋州の全ての人々に対し自由で健康かつ生
産的な生活を保障する」ことをビジョンに掲げ、取り組みの重点分
野として①政治的リーダーシップと地域主義、②人を中心に据えた
開発、③平和と安全保障、④資源と経済開発、⑤気候変動と災害、
⑥海洋と環境、⑦技術と連結性の7分野が示され、開発パートナー
に対してもこれに沿った協力が要請されました。JICAもこの7つの
重点分野を踏まえ、大洋州の人たちが暮らす「青い大陸」の持続的
な発展に向けた取り組みを積極的に行っています（P10-15参照）。

日本はこのような理由から
大洋州の国々への協力を
進めてきました。

Q なぜ日本は大洋州の国々に協力しているのですか？

A 大洋州の国々の豊かさと平和が、
日本の私たちの生活につながっているからです。

Q 協力の方針はどのように決めるのですか？

A 時代ごとの課題や各国のニーズに合わせて決めています。

入門！ 日本が大洋州の国々に協力する理由

Q 太平洋・島サミット（PALM）ってなんですか？

A 大洋州の国々の首脳を日本に招いて、
さまざまな課題について共に解決策を探り、
今後の協力内容を話し合うための会議です。

1997年から３年ごとに開催している
日本と大洋州地域の首脳会議

「太平洋・島サミット（PALM）」は、日本と国交を持つ大洋州の14
の国々と、オーストラリア、ニュージーランドの計16カ国・2地域の
代表を日本に招待して開催する会議です。PALMは、“Pacific 
Islands Leaders Meeting”の略。大洋州の国々が抱える課題と、
日本による協力の方向性について、首脳レベルで率直な意見交換を
行っています。PALMで築いた信頼関係が二国間関係をより良好な
ものへと発展させます。1997年から3年に1度開催されてきた
PALMは、2024年に記念すべき第10回を迎えました。これまで、宮
崎、沖縄、北海道、福島などが開催地となり、日本を知ってもらう貴
重な機会にもなりました。20年以上、大洋州の14カ国とこのような
枠組みを続けているのは日本だけです。3年ごとに実施することで緊
密な協力関係を構築し、日本と大洋州の国々との絆を深めるPALM
は、日本外交の誇れる財産といえます。

共に築いてきた歴史の上に
未来の関係性がつくられています
日本と大洋州の国々は、江戸時代末期から100年以上にわたる歴史
を重ねています。日本の移民政策により大洋州の人たちと日本人が
共に生活をしたり、日本の委任統治の時代があったり、大洋州の島々
が太平洋戦争の戦場になったりしました。その中で、両者がさまざ
まな課題に向き合い乗り越えてきたことが、大洋州の国々の親日的
な立場と日本への支持につながっています。今、大洋州の国々の課
題に寄り添い国創りをサポートすることが、絆を強め、将来助け合
ったり、国際的な課題を共に解決したりする関係をつくることにつな
がります。

大洋州の国々は日本と世界を繋ぐ
重要な役割を果たしています
大洋州の海域は、日本にとって重要な物資の輸送ルートです。例え
ば、海外との貿易の際、多くの船舶は大洋州の海域を通過します。
また大洋州の上空は、乗客を乗せた多くの旅客機の航空路となって
います。大洋州は私たちにとって経済活動の重要な位置にあり、大
洋州の海と空の安全性を向上させることが、日本にとっても経済の
安定と成長につながるといえます。

大洋州の国々は私たちの
日々の生活を支えています
日本は大洋州の国々から、さまざまな資源を輸入しています。例えば、
日本で消費するカツオやマグロの約4割は大洋州の国々の海で獲れ
たものです。その他にも、工業製品を作る際に必要な金や銅などの
鉱物資源、建築や木工に必要な木材などの森林資源、都市ガスや発
電に必要な天然ガスなどのエネルギー資源を輸入しています。日本
の生活や産業は、大洋州の国々から輸入した資源に支えられている
のです。大洋州の平和と安定は、私たちの生活を守ることにつなが
ります。
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これまでの実績

協力の歩み

JICAの協力メニュー

大洋州の国々への協力の内容・歴史 ・実績
JICAの協力は大洋州の国々と日本との対話の中から生まれます。
時代ごとにニーズをきめ細かに拾いながら、大洋州全体の平和と安定を実現するため共に歩んでいます。

日本の技術や経験を伝える専門家の派遣や、研修員・留学生の受け入れを行っています。

開発途上国の国造りに必要な資金を長期返済・低金利で貸し付けています。

所得水準が低い国を主な対象として、返済しなくてもよい資金を提供しています。

JICA海外協力隊派遣／市民参加協力／移住者・日系人支援／国際緊急援助／調査・研究／
民間連携事業

国別の事業規模（累計）※1

年代別の事業規模（累計）※4

受け入れ　　研修員※2　　　　  5,923人
　　　　　　JICA留学生※3　　 285人

派　　遣　　専門家　　　　　  5,263人
　　　　　　JICA海外協力隊　 4,893人

1920 1945 1954 1972 1974 1987 1989

2003 2008 2016 2018 2019 2022 2024

1997

太平洋島嶼国・日
本地方自治体ネット
ワーク（PALM＆G）
発足

PIFによる「ブルーパ
シフィック大陸のた
めの2050年戦略」
発表

西サモア（現サモア）に
大洋州初となる日本青年
海外協力隊員（現：JICA
海外協力隊）を派遣

第1回太平洋・島
サミット（PALM1）
（以後、3年ごとに
サミットを開催）

倉成ドクトリン（大洋州外交
5原則）発表
5原則：独立性・自主性の尊
重、地域協力への支援、政
治的安定の確保、経済的協
力の拡大、人的交流の促進

国際協力銀行の海外経済協力
業務および外務省の無償資金
協力業務（の一部）が国際協力
機構に統合、新JICA 発足

改組に伴い独立行
政法人 国際協力機
構（JICA）に改称

ODA 70周年
第10回太平洋・島
サミット（PALM10）

太平洋島嶼国協力
推進会議発足

太平洋島嶼国リーダー教育支援
プログラム（Pacific-LEADS）始
動（2019年より全世界を対象とし
たSDGsグローバルリーダーの一
部に改編）

国際連盟から日本のミ
クロネシア地域統治が
認められる

南太平洋フォーラム
（SPF/現PIF）域外国対
話に初参加（以後、毎年
外務省から政務が参加）

「コロンボ・プラン」
加盟
日本が国際協力を
スタート

JICA（国際協力
事業団）設立

第二次世界大戦
終結

10カ所

大洋州への事業規模（累計）※1

人を通じた協力（累計）

人口10万人当たりの協力隊派遣人数（累計）※5

JICAの拠点数（2025年6月現在）

パプアニューギニア
フィジー  
サモア  
ソロモン  
トンガ  
パラオ  
バヌアツ  
ミクロネシア連邦  
キリバス  
マーシャル  
ツバル  
ナウル  
クック諸島  
ニウエ

2,261.81億円
838.02億円
596.36億円
571.20億円
449.59億円
402.89億円
387.58億円
370.44億円
322.14億円
292.59億円
144.85億円
37.26億円
18.20億円
6.19億円

※2  課題別研修、青年研修、国別研修の受け入れ数を合算
※3  受入期間が1年以上の研修員

※1  出典：外務省『政府開発援助(ODA)国別データ集2023』
　    (https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/100730081.pdf#page=36）

2010
年代以降

2000
年代

1,499.36
億円 1,256.79

億円

1,618.10
億円

939.52
億円

2000年代 アジア

3.99人 大洋州
37.47人

アフリカ

2.09人
中東・欧州

1.11人
※5  各地域の人口は世界銀行のデータを基にしています（https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.TOTL）

※4  出典：JICAウェブサイト「事業実績」
  　  (https://www.jica.go.jp/activities/achievement/index.html)

1900年代

その他

無償資金協力

有償資金協力

技術協力

（2024年度9月までの累計）

1990
年代

1980
年代

大洋州地域で大きな
存在感を発揮して
活動しているんだね！

北米中南米
3.64人

合計

6,699.12
億円

技術協力

1,594.11
億円

有償資金協力

1,796.56
億円

無償資金協力

3,308.45
億円
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2024年に開催された「第10回太平洋・島サミット（PALM10）」では、今後、日本が大洋州の国々に対
して行う協力の指針が示されました。JICAは、決定された指針に基づく協力を始めています。大洋州の
人たちと日本が交わした約束には、どのようなものがあるのでしょうか。具体的な事例を見ていきましょう。

「ブルーパシフィック大陸のための2050年戦略
（2050年戦略）」※に沿った７つの優先協力分野
=約束に基づき、協力を行っています。

「PALM10」の指針に沿った協力をJICAが実施

大洋州の人たちと交わした
　つの約束

から成る教材開発チームが、学生を指導する講師
用の指導書と教員養成校の学生が使う教材を開
発しました。新しい教材は、教科の知識や教授法
を実践的に学べる構成です。開発した教材を試し
てもらい、検証と改善を繰り返しています。また、
各教員養成校の講師を対象としたオンライン研修
も行い、教材開発チームが主体となって指導法な
どを共有し、講師の能力向上につなげています。
　PNG政府の予算が限られる中で、国際基金「教
育のためのグローバルパートナーシップ」を活用
したワークショップを実施しています。教員養成
校の講師に模擬講義を行うことで、新しい指導書
や教材への理解を深めることができました。また、
理数科目が苦手な女子児童も多いことを踏まえ、
ジェンダーに配慮した授業に取り組んでいます。

政治的リーダーシップ
と地域主義

理数科教育の基盤をつくる

JICAの協力事例2

大洋州の国々は、一つ一つの国が小さいからこそ域内の一体性と連帯を
重視し、地域の優先課題を共に手を取り合って解決しています。JICAは、
地域に設置された専門機関「太平洋地域機関評議会（CROP）」やさまざ

まなイニシアティブを尊重し、協力しています。また、2050年戦略で示さ
れたビジョンの達成を共に目指すため、次世代のリーダーとなる人材の
育成（事例１）も後押ししています。

すべての人々が保健・教育などの社会サービスを十分に受けられる環境
づくりが求められています。JICAは、学校の教材整備（事例2）や海外協
力隊による学びの質向上、保健医療施設の増強や人材の育成、感染症の

重症化リスクにもなる生活習慣病の対策などに協力。日本への留学機会の
提供を通じた次世代リーダーの育成、日本国内のパートナーや協力隊によ
る草の根レベルの人的交流にも取り組んでいます。

協力のポイント
大洋州の地域機関が主導する政策や取り組みを後押し

　2016年からパプアニューギニア（PNG）の理
数科教育の質の向上に向けた協力を行っています。
　最初の4年間で、PNG教育省と共に新しいカリ
キュラムに沿った小学校3～6年生用の国定教科
書と指導書を完成させました。このPNG初となっ
た国定教科書の開発には日本の教科書出版社も
参加しました。イラストや写真を多く取り入れる
など工夫することで、児童の興味関心を高めなが
ら問題解決能力を養う内容となっています。
　2021年から取り組んでいるのは、教員を養成
する現場への協力です。それまで全国16カ所にあ
る教員養成校では、それぞれ独自の教材を用いて
教えていたため教育の質は高くなく、また学校間
でも大きな差がありました。そこでプロジェクトで
は、教育省の担当者や首都の教員養成校の講師

※2022年7月に太平洋諸島フォーラム（PIF）で策定された長期戦略
   （P7参照）

約束 ❶

初等理数科教員養成校強化プロジェクト（STEPMAS）
パプアニューギニア

2021年1月～2025年11月

人を中心に
据えた開発

協力のポイント
保健・医療サービスの質の向上、生活習慣病対策・予防
教育の質の改善と次世代リーダーの育成
人的交流を通じた「キズナ」の強化

約束 ❷

SDGsグローバルリーダー（大洋州）※

2019年度～

たネットワークが、国際社会にニウエの声を届け
る上で欠かせないものとなっています。
　SDGsグローバルリーダーで得たこれらの貴重
な財産をニウエの持続可能な発展、気候変動対
策、地域連携の強化に役立てていきたいと思って
います。そして、これから参加する後輩たちにも、
この素晴らしい機会を最大限に生かしてほしいと
願い、自分の経験を共有し続けていきたいです。

地域の発展を担う将来のリーダーを育成

JICAの協力事例1

  「SDGsグローバルリーダー※」は、大洋州諸国
の次世代リーダー育成を目的に、日本での大学・
大学院教育や実務研修の機会を提供するプログ
ラムです。私は、2017年から2年間 、立命館アジ
ア太平洋大学で学び、笹川平和財団でインターン
シップを経験しました。日本で習得した知識、ス
キルは私の現在のニウエ首相府首席補佐官とし
ての業務の礎となっています。また、日本で築い

カタヴァタンガロア・
モリッセイさん
ニウエ首相府
首席補佐官

首相府首席補佐官としての
礎となっています

電子海図策定支援プロジェクト
ソロモン

2022年3月～2025年12月

海上輸送の安全性・効率性の向上を目指して

JICAの協力事例3

　1,000もの島から成るソロモンでは、船は大事
な輸送手段です。そしてこの船が安全に航行する
ためには、水深や海中に潜む障害物などを正確
に反映した海図がとても重要です。私たちソロモ
ン海事局は、JICAの協力のもとソロモン初の国
際的に推奨される電子海図づくりに取り組んでい
ます。2つある国際港のうち一つは完成していて、
もう一つも2025年には完成する予定です。電子

平和と安全保障

漁業や人・物の輸送など、大洋州の人々の生活に密接に関係する広大な
海域の安全と法の支配を守ることは、地域の安定と発展のために欠かせま
せん。JICAは海上輸送の安全性や効率性の向上を目的に、海の地図の

作製（事例3）や船員の育成など、海の安全を守るための能力強化に協力
しています。また、日本での研修機会を通じ、法制度整備や犯罪対策など、
大洋州地域の平和と安定に協力しています。

協力のポイント
地域と国の平和と安定を支えるガバナンス機能の強化
海の安全を守るための能力強化

約束 ❸

地方の小学校に開発した国定教科書と指
導書を届けた

ティエリー・
ナバルさん
ソロモン海事局
総裁

ソロモン初の
電子海図ができました

指導書開発など教員育成
強化に貢献しました

伊藤明徳さん
JICA専門家／
プロジェクト総括

海図が整備されれば、より大きな船舶が寄港でき
るようになります。電子海図の作製は、ソロモン
の経済にとっても重要な取り組みになっています。

JICAの支援で修理さ
れた船で水路の測量
を行った

約束 ❶　政治的リーダーシップと地域主義
約束 ❷　人を中心に据えた開発
約束 ❸　平和と安全保障
約束 ❹　資源と経済開発
約束 ❺　気候変動と災害
約束 ❻　海洋と環境
約束 ❼　技術と連結性

※ 2016年度から2018年度までは太平
洋島嶼国リーダー教育支援プログラム

（Pacific-LEADS）として実施

※Pacific-LEADS（当時）

2050年戦略は、日本
も含めた開発パート
ナーに対して、長期的
なビジョンと協力の枠
組みを示しているロー
ドマップなんだよ！
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海の豊かさを持続可能な成長産業に

JICAの協力事例5

大洋州の国々が安定した経済成長を続けるためには、貿易・投資の促進の
ほか観光や水産業など、地場産業の振興が重要です。JICAは、税関機能
を強化するための研修を通じ、適正な関税収入を確保し（事例4）、貿易

環境の整備に協力することで経済発展の基盤強化を後押ししています。
また、地域の人 と々共に、観光業と連携した持続可能な沿岸漁業の振興を
行い（事例5）、地場産業の振興を支えています。

一緒に取り組むことの重要性を学びました。
　2026年度からは新しいプロジェクトが始まり
ます。豊かな前浜プロジェクトで取り組んだこと
を生かし、コミュニティが主体となり沿岸水産資
源を管理する仕組みづくりに継続して取り組みま
す。また観光客やレストランに向けた海産物の販
売も行っていく予定です。

　私たちが暮らす大洋州の国は、食料や収入の
多くを貝や魚などの沿岸の水産資源に頼っていま
す。しかし、開発による環境破壊や乱獲などで沿
岸水産資源は減少の一途をたどっていました。バ
ヌアツでは、酋長をリーダーとする共同体がその
地域の前に広がる海を所有し管理するという、日
本の「前浜」と似たところがあります。
　その伝統を取り入れたコミュニティ主体の資源
管理に、データに基づく資源管理や資源の移植・
養殖など現代的な手法を掛け合わせ、持続的な
沿岸水産資源の利用を目指そうとJICAと始めた
のが「豊かな前浜プロジェクト」です。貝細工づ
くりなど収入を増やす活動やスポーツイベントを
通じた啓発活動なども実施しました。住民は「地
域が中心となって沿岸の海や資源を守り管理し
ていくこと」の大切さを再認識し、政府職員らは、
地域の人々自身が決めたルールを尊重しながら

ソンペット・
ジェリーヴァさん
バヌアツ政府
水産局長代理

コミュニティの力で豊かな
前浜をつないでいきます

資源と経済開発
約束 ❹

WCOと連携し貿易・関税分野の人材を育成

JICAの協力事例4

スキルなども学びます。約3年間で、関税分類と
関税評価に関する研修を通じて21人のマスター
トレーナーが誕生しました。その成果を受け、
2024年7月からはパラオとソロモンが加わった8
カ国で、リスク管理と通関後に申告内容を確認す
る事後調査に関するプログラムを開始しました。
今後は通関手続きの強化を通じて、さらなる貿易
の円滑化を目指していきたいと思います。

　税関の役割は、貿易を円滑化すること、関税徴
収を行うこと、国境を管理することです。しかし、
多くの開発途上国では非効率・不合理な手続き
で貿易が円滑に進まない、輸入貨物を的確に分
類し評価する「関税分類」や「関税評価」が適切
に行えず、関税収入の機会を損失しているといっ
た課題を抱えています。これを解決すべく、私た
ちWCOはJICAと共に税関の近代化に取り組んで
います。
　2021年7月に大洋州6カ国で開始した合同プロ
ジェクトでは、各国が抱える課題に合った研修カ
リキュラムや教材を開発しました。また、マスター
トレーナーの育成を通じて、自律的・持続的に人
材を育成する仕組みづくりを行っています。
　トレーナー候補の参加者は、数年にわたり税関
に関する知識を深め実務能力を向上させるだけ
でなく、トレーナーとしての教授法や研修設計の

ノハ・
シャルトウトさん
世界税関機構

（WCO） 専門家

多くの国で税関業務が
改善されています

WCO連携税関リスク管理・事後調査
大洋州地域ほか

2024年7月～2027年6月

豊かな前浜プロジェクトフェーズ3
フィジー／バヌアツ

2017年2月～2024年2月

大洋州の国々は、気候変動を「唯一かつ最大の脅威」とし、安全保障上の
脅威としています。また、日本と同様、サイクロンや地震、津波、火山噴火
などの災害も多発する地域です。JICAは、日本の経験を生かし災害リスク

の削減や気象予警報業務に関する協力（事例6）を行い、地域の防災能力
強化に貢献。さらに、再生可能エネルギーの導入を含めた脱炭素社会構
築に向けた協力（事例7）も進めています。

協力のポイント
気候変動による影響を最小に抑えるための能力強化（適応）
脱炭素社会の構築に向けたエネルギートランジション（緩和）
事前防災投資や気象業務の能力向上を通じた防災能力強化

協力のポイント
安定した成長の根幹を支える公共財政管理の強化
観光業と連携した水産ブルーエコノミーの推進
貿易・投資・観光を支える質の高いインフラの整備

気候変動と災害
約束 ❺

てFMSに協力してくれています。また現在、JICA
の協力を受けWMOの基準を満たす地域研修セ
ンターと地域測器センターの建物や機材の整備、
職員の能力強化にも取り組んでいます。このプロ
ジェクトは、私たち大洋州の島嶼国が力を合わせ、
災害が起きてもその被害を最小限に抑え、安心し
て暮らせる地域を築くために大切なものだと感じ
ています。

を呼び掛けるなど、需要家側の対策にも協力して
います。また、フィジーでは大洋州各国の電力会
社を対象とした研修体制の構築に協力すること
で、この地域のエネルギー安全保障の向上とエネ
ルギー分野の脱炭素化に貢献していく計画です。
さらに、沖縄など日本のエネルギートランジショ
ンや電力系統の安定化に向けた取り組みを紹介
しつつ、再エネ電源の導入が進む大洋州の実践
的なノウハウを日本国内にもフィードバックして
いければと思います。
　島嶼国ではエネルギートランジションを実現す
るための選択肢は限られますが、脱炭素化に向け
てあらゆる手段を講じる必要があります。今後は
大洋州の各国で、陸運や海運含めたエネルギー
利用の効率化、スマートグリッドの導入、さらには
水素やアンモニアといった未来のクリーンエネル
ギーの導入にも協力していければと考えています。

地域の防災・減災の中核拠点を整備

JICAの協力事例6

エネルギートランジションを促進し脱炭素化に貢献

JICAの協力事例7

　私たちが暮らす大洋州の島々は、自然災害や
気候変動の影響を受けやすい地域です。だからこ
そ、早期警報の仕組みや正確な気象観測と予報
がとても大切です。フィジー気象局（FMS）は
1995年に世界気象機関（WMO）から、南西太
平洋地域のサイクロンの予報・警報を発信する地
域特別気象センターに指定されました。
　このFMSの情報を基に、各国の気象局が避難
を呼び掛けるなど、防災対策を行っています。
FMSは気象分野の人材育成のほか、観測機器が
正しく測れるよう確認・調整する機器校正でも中
核的な役割を担っています。地域内での観測デ
ータの共有や共同予報、ツールや研修の標準化
も進み、各国間の協力体制も整ってきました。
　こうしたFMSの発展にはJICAの協力がありま
した。JICAは庁舎や観測機器の整備、気象衛星

「ひまわり」のデータ提供など、技術協力を通じ

　大洋州地域は、エネルギー自給率の低さに加
え、コストが高く価格変動の影響を大きく受ける
ディーゼル発電に依存しているため、エネルギー
安全保障が大きな課題となっています。こうした
背景から、パラオやサモアなどでは、ディーゼル
発電から太陽光発電（PV）など再生可能エネル
ギーを主体とした電力システムへと移行するエネ
ルギートランジションが急ピッチで進められてい
ます。その一方で、電力の安定供給やトラブルが
発生した時の対応など新たな課題に直面してお
り、より高度な需給バランスの管理や電力系統の
運用技術の導入が求められています。
　プロジェクトでは大洋州各国の状況に寄り添
いながら、大規模な再エネ電源の導入やエネルギ
ートランジションを促進するための計画策定、電
力系統安定化の方法のほか、電力を消費する側
へ昼間の太陽光発電で生まれる余剰電力の活用

小川忠之さん
JICA国際協力
専門員

各国の状況に寄り添った
協力を進めています

気象予警報業務の高度化及び大洋州地域中核拠点の整備に係る能力強化プロジェクト
フィジー

2024年10月～2028年4月

大洋州エネルギートランジションプロジェクト
大洋州地域

2024年4月～2029年3月

日本の協力で建設されたFMS庁舎

水産局配属の青年海外協力隊員も協力し
作成された貝細工　写真：JICA／鈴木革

サモアにある水力発電所の運用状況を確
認するプロジェクト関係者

対象国の一つバヌアツにあるJICAが建設
に協力した国際貿易の拠点ポートビラ港

正確な気象観測と
予報のために
地域で協力しています

ハリッシュ・
ファタプさん
フィジー気象局
プロジェクト担当者

衛星データの解析を指導するJICA専門家（左） 

マスタートレーナーの育成研修

トンガからバヌアツに移植された母貝が成長し再生産されて
いる　写真：JICA／鈴木革



14 15

技術と連結性 
約束 ❼

域内外の人や物の流れ、社会サービスへのアクセスを円滑・活発にするに
は、港湾や空港、橋梁など運輸交通インフラやデジタル環境の整備が重要
です。また、大洋州でもサイバー攻撃が脅威となっており、サイバーセキュ

リティ対策も必要です。JICAは、地域、国の連結性を強化するためのイン
フラ整備や老朽化したインフラの改修、維持管理に関する協力（事例
9/10/11/12）にも力を入れています。

協力のポイント
地域の連結性を強化するインフラの整備
インフラの効果的な運用および維持管理能力の向上
デジタル連結性とサイバーセキュリティ能力の向上

JICAの協力を通じてマーシャルで導入された、
持ち込んだ人にお金が返金される「飲料容器デ
ポジット制度」の収集場所に、町中の空き缶や
ペットボトル、空き瓶を回収し並ぶ人たち

空き缶は圧縮機でブロック状にし
海外へ輸出している

地域の成長を支える友好の翼
“トモダチ”空港

暮らしを支える
海の玄関口

JICAの協力事例9 JICAの協力事例10 国内輸送船用埠頭改善計画
トンガ

2015年6月～2018年3月

ナザブ空港整備事業
パプアニューギニア

2015年10月～2025年3月

　大小600を超える島々から成るパプアニューギニアでは、航空
輸送は国民の移動に重要な役割を担っています。JICAは産業・物
流の拠点として、第二の経済都市レイ近郊にある国際空港の旅客
ターミナルの新設や滑走路の改良などに協力しました。この空港
はマラペ首相の発案で、両国の友情の証としてナザブ・トモダチ国
際空港と命名されました。

　トンガの首都ヌクアロファ港の岸壁や埠頭、旅客ターミナルなど
を整備することで、人々が島々をより安全に行き来できるようにな
ったことに加え、効率的に貨物輸送が行われるようになりました。
旅客および貨物輸送を活性化することで、170余りの島々から成る
トンガの経済成長に貢献しています。

人々の暮らしや観光資源を守り、海洋資源を将来にわたり活用していくた
めには、海洋環境の保全が重要です。JICAは循環型社会の構築を目指し、
海洋に流出するプラスチックごみの削減や3R推進に加え、資源の域外輸

出など、増加する廃棄物に対応する協力（事例8）を実施しています。また、
サンゴ礁やマングローブ林などの沿岸生態系の保全を通じて、海洋環境
の保全に協力しています。

協力のポイント
海洋環境を守るための廃棄物管理や沿岸生態系の保全
海洋資源の持続可能な管理

　そして2023年7月にはプロジェクトの新たなフ
ェーズが始まりました。引き続き、広域研修や各
国での活動を通じて廃棄物管理能力の強化を図
るとともに、循環型社会の構築に向け「3R＋リタ
ーン」を進めています。3Rとは、リデュース（ご
みの減量）、リユース（再使用）、リサイクル（再
資源化）を指しますが、島嶼国では設備や市場に
限りがあるため、島外のリサイクル市場へ資源ご
みを戻す「リターン」を加えているのが特徴です。
　広大な海で結ばれた“青い大陸”に暮らす私た
ちには、先祖から受け継いだ自然と文化を引き継
いでいく責任があります。JICAは20年以上にわ
たり、私たちの信頼できるパートナーとして協力
を続けてくれています。この協力関係が今後も末
永く続くことを、心から願っています。

大洋州の循環型社会に向けて

JICAの協力事例8

　私が働く太平洋地域環境計画事務局（SPREP）
は、太平洋の国々が協力し、環境保全と持続可能
な開発を推進するために、1993年に設立された
地域機関です。SPREPが力を入れている分野の
一つが「廃棄物管理と汚染対策」です。生活様式
が変化したことで廃棄物の量は急増し、種類も多
様化しています。しかし多くの島嶼国では、対応
する処理施設や人材が不足しており、住民の生活
や健康、漁業や観光業への影響が懸念されてい
ます。
　こうした状況を改善するため、SPREPはJICA
と共に廃棄物管理改善プロジェクトを2011年に
開始し、さまざまな取り組みを進めてきました。
　その一つが廃棄物処分場の改善です。それま
では廃棄物が野ざらしになっていたため、染み出
した水が周囲の河川を汚染したり、悪臭や害虫が
発生したり、火災の危険性が高まったりするなど
の問題が生じていました。そこでいくつかの国で
は、ごみを土で覆い、空気・水の管を通して安全
に分解させるという日本の技術「福岡方式」を導
入し、衛生環境や安全性が大きく改善されました。
また、廃棄物管理リーダーの育成、ごみの収集計
画や運搬システムの構築など、人材や制度面の
基盤を強化したことも重要な成果です。

アンソニー・
タロウリさん
SPREPディレクター

 “青い大陸”を未来に
 引き継いでいきます

大洋州地域廃棄物管理改善支援プロジェクト フェーズ3
大洋州地域

2023年7月～2028年7月

広域研修でサモアにある最終処分場を視察

海洋と環境
約束 ❻

JICAが協力し整備した
防波堤、泊地、

岸壁の全景

官庁街バイリキと
港町ベシオの3.4キロを結ぶ

「ニッポン・コーズウェイ」

空港整備を通じて
パプアニューギニアの経

済成長に貢献している

架け替えられた
ヴァイシガノ橋

災害に強く安全な
日・サモアの懸け橋

JICAの協力事例11 ヴァイシガノ橋架け替え計画
サモア

2017年7月～2020年8月

　首都アピア市内と国際港を繋ぐヴァイシガノ橋は、老朽化と度
重なるサイクロンの被害を受け危険な状態になっていました。この
橋の架け替えにより、安全で災害に強い幹線道路が確保され、持
続的な経済成長に貢献。また、現地サモアの企業が工事に関わっ
たことで、日本企業による技術移転や雇用創出に繋がり、両国の
友好関係がさらに深まりました。

気候変動の最前線で
人々を守る希望と協力の道

JICAの協力事例12 ニッポン・コーズウェイ改修計画
キリバス

2016年7月～2019年4月

　過去、日本の協力によって整備されたキリバスのベシオ島とバ
イリキ島を結ぶ地域唯一の幹線道路「ニッポン・コーズウェイ」は、
老朽化に加え、潮流や気候変動の影響による高潮で浸食が進んで
いました。JICAはこの道路の改修を行い、気候変動に強靭なキリ
バスの社会経済の発展と重要なライフラインの確保に貢献してい
ます。

SPREPで開催された広域研修でグループ
ワークに取り組む各国参加者

パンフレット｜
大洋州における循環型
社会に向けて
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を監視する技術の開発に取り組んでいます。また、
文化や生活様式が日本とは異なる大洋州の国で
防災対策を実施してくための準備として、住民の
災害リスクに対する意識調査なども進めています。

しています。これまでのJICAの支援を背景にパラ
オ政府からの期待も高いことを踏まえて、地域の
人たちとの信頼関係を築き
ながら、持続可能な新たな
産業の創出に取り組んでい
きたいと思います。

慮した患者中心のケアの重要性などを学びました。
　この経験をミクロネシア連邦の看護教育の質
向上に生かすとともに、香川大学と共有し、日本
社会に還元していきたいと思います。

　2022年1月に発生したトンガ沖にある海底火
山の大噴火は、トンガ国内に津波や降灰、通信の
断絶など甚大な被害をもたらしました。また、フ
ィジーやバヌアツなどの近隣諸国だけでなく、私
たちが暮らす日本にも津波が到達しました。この
海底火山の噴火による津波のメカニズムやとるべ
き対策には、まだ不明な点が多いのが実情です。
　そこでプロジェクトでは、日本と各国の研究機
関や大学などが連携して、南西太平洋地域の火
山の噴火や津波の履歴と特徴の解明、火山活動

　大洋州は気候変動に脆弱で、水不足や輸送コス
トがかさむ化石燃料に依存したエネルギーの問題
などを抱えています。これは日本の離島も同じです。
　脱炭素化を目指してクリーンな電気を供給する
海洋温度差発電は、亜熱帯の島しょ地域に最適
な技術です。沖縄県の久米島では佐賀大学、民間
企業と連携して実証事業を行い、発電後の海洋深
層水を利用した養殖や飲料水の販売など複合産
業を興し、雇用創出と地域振興を実現しています。
　この「久米島モデル」をパラオに導入しようと

　高齢化が進むことが予測されるミクロネシア連
邦の短期大学で、老年看護学の導入、生活習慣病
や認知症への対応・予防に貢献できる看護職の育
成に協力しています。2025年に初めて短期派遣
され、老年看護学の講義や演習などを行いました。
　この演習は、現地の学生が病院で行う臨床実習
を通じて実践的な経験を積むための準備という位
置付けです。しかし学生の能力差が大きく、これ
を埋めるためにより長期的な支援体制を築く必要
性を感じました。一方、私自身、文化や慣習に配

共創パートナーとの取り組み

南西太平洋島嶼国における広域火山災害リスク軽減プロジェクト
フィジー／バヌアツ／トンガ

2024年4月～2029年3月

パラオ国を含む太平洋島嶼国における海洋温度差発電および久米島モデル展開に係る情報収集・確認調査
パラオ

2023年9月～2026年2月

香川大学とのJICA海外協力隊派遣にかかる覚書の締結
ミクロネシア連邦

2024年11月～2027年3月

日本と太平洋島嶼国の大学・研究機関などが連携し、防災や感染症といった地球規模課題の解決
と科学技術水準の向上につながる国際共同研究※を推進しています。

JICAは、大学・民間企業発の優れた技術や地方自治体の経験を生かし、産官学連携を推進しなが
ら、大洋州の国々での新たな社会的価値の創出に取り組んでいます。

民間企業や自治体、大学などと連携し、派遣されるJICA海外協力隊員を通じ、現地の課題解決に
貢献。帰国後、現場で得た経験は所属組織や地域社会に還元されています。

過去の火山活動を調べ
将来の災害軽減につなげる

産学官連携 JICA╳

「久米島モデル」を
パラオに展開

鷲足恭子さん
株式会社ジーオー・
ファーム

研究機関 JICA╳

市原美恵さん
東京大学
地震研究所 教授

高齢化社会で活躍する
看護職人材を育成しています

吉岡美穂さん
青年海外協力隊
香川大学

大学 JICA╳

津波石と海岸の地形をド
ローンで計測している

（トンガ）

パラオからの訪問団が久米島の発
電施設を視察
写真：株式会社ゼネシス

ミクロネシア短期大学で
実 施した老年看護学の
演習

※ 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

大洋州の国々の
魅力あふれる文化に
日本で出会えるんだね！

JICAは、2025大阪・関西万博への出展を希望する開発途上国に
対して、日本政府の公約のもとで行う「途上国支援プログラム」
の一環として、2023年3月から2024年7月にかけて「途上国
出展企画支援」を行いました。企画支援の内容は、パビリ
オンタイプBやCで出展する各国の関係者に対して、万
博のテーマに沿った魅力的な出展計画を作成で
きるよう、展示デザイン案のコンサルテー
ションなどを実施しました。2025
大阪・関西万博を訪れた人た
ちが、開発途上国の展示や
関係者との交流を通して、
大洋州の国々の魅力に触
れ、また日本のODAによ
る協力について知る機会
となっています。

大阪・関西万博
公式キャラクター
ミャクミャク

JICAは大洋州の国々をはじめ開発途上国の大阪・関西万博への参加に協力しています。
文化交流や国際理解を促進し、大洋州地域の魅力を世界へ発信します。

日本で出会える大洋州の物語
2025年大阪・関西万博 大洋州 JICA

ⒸExpo 2025

パプアニューギニアパプ ギ

ミクロネシア連邦ミク ネシ 連邦ミク ネシ 連邦

マーシャルシシ

ソロモン

パラオパ オパ オ

バヌアツババ

トンガト ガト ガ

ツバルツバ

サモアササ

フィジー

ナウルナウナウ
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